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明監報第１０号 

 

 

 

総務局（財務室）定期監査結果報告のこと 

 

地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定により、みだしの監査を

実施したので、その結果を別紙のとおり報告する。 

 

 

令和５年１１月２７日 

 

 

 

 

                明石市監査委員 藤 本 一 彦 

                   同    藤 田 隆 大 

                   同    竹 内 きよ子 

                   同    井 藤 圭 順 
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案 

総務局（財務室）定期監査の結果について 

 

１ 監査の対象部局 

  財務室 

   財務担当 契約担当 管財担当 

 

２ 監査の期間 

  令和５年８月２２日から令和５年１１月２７日まで 

 

３ 監査の対象範囲 

  令和４年度における財務に関する事務の執行を対象とした。 

  ただし、必要に応じて令和４年度以外の事務も監査の対象とした。 

 

４ 監査の対象事項 

  ⑴ 予算の執行等 

  ⑵ 現金等取扱事務 

  ⑶ 収入事務 

  ⑷ 支出事務 

  ⑸ 補助金事務 

  ⑹ 契約事務 

  ⑺ 財産管理 

  ⑻ その他 

   

５ 監査の方法 

  財務室各担当から、予算の執行状況、物品の管理状況等に関する資料

の提出を求め、所管する事務についてリスク評価を行い、評価結果に基

づき重点項目を選定し、予算及び関係法令等に基づき適切に行われてい

るかを証憑書類等の突合や関係職員からのヒアリングなどの方法によ

り監査を実施した。 

 

６ 監査の結果 

財務に関する事務の執行状況を中心に監査を実施した結果、おおむね

資料 ４  
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適正に執行されているものと認められた。 

しかしながら、次のような事例が見受けられたので、検討のうえ、改

善措置を講じられたい。 

なお、別途改善の検討を指示した事項※についても、改善措置を講じ

られたい。 

また、今回の監査は、リスク評価の結果に基づき選定した重点項目に

ついて、その一部を抽出して実施したものである。このため、所管部署

におかれては、他に同様の事例が発生していないか十分に点検を行われ

たい。 

 

１ 適正な委託事務の執行について 

財務担当では、平成３０年度から小・中学校、保育所などの施設の

維持管理業務及び修繕業務を一括して業務委託している。この委託業

務は、全ての業務を受託者が行うのではなく、受託者が全体のマネジ

メントを行い、大半は多数の事業者への再委託により業務を遂行する

体制で行っている。 

 

前回実施した令和 2 年度の同室の定期監査では、文書事務をはじめ、

契約事務において作成する文書に不備が散見されるとともに、履行確

認が適正に行われていないものなど不適切な処理が多く見受けられた

ため、監査委員から改善の指示を行ったところである。 

これに対し、同室からは「文書事務や契約事務を確実に行い、管理

職が検認するとともに、今後は受託事業者への指導を含め、適正な管

理に努めていく」旨の措置報告があった。 

 

しかしながら、今年度の定期監査を実施し、状況を確認したところ、

一定の改善は見られたものの、十分な改善措置が講じられておらず、

再委託の承諾申請を徴していないもの、見積合せを適正に行っていな

いもの、修繕の完了報告が不十分なものなど、前回の定期監査と同様

の事例や支出の根拠を定めず支払いを行っているなど不適切な事例が

多く見受けられたことは誠に残念である。 

当該事業は、本市の施設管理等の事務処理が迅速かつ効率的に行わ
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れるなど、大いに効果を上げていると報告を受けている。そのような

重要な事業であるからこそ、規定等に基づく適切・適正な事務処理や

そのプロセスを明確にした上で公金を支出することが肝要であると考

える。 

今回の監査結果を財務室全体の指摘として捉え、今後は同様の事例

が再び発生しないよう、財務事務の適正な執行に対する意識の徹底と

ともに支出の根拠や業務履行確認の基準を定めるなど、組織として適

正な事務の執行に取り組んでいただきたい。 

 

― 参考 ― 

※別途改善の検討を指示した事項 

定期監査 

予
算
の
執
行
等 

現
金
等
取
扱
事
務 

収
入
事
務 

支
出
事
務 

補
助
金
事
務 

契
約
事
務 

財
産
管
理 

そ
の
他 

計 

件 数 1   1 1 16 3  22 

※ 上記表は、今回から監査結果の参考として添付しています。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

    

10



令和３年度包括外部監査結果報告に対する措置状況

監査の対象

  令和３年度監査テーマ

  「公有財産等の財産管理に係る事務執行について」

監査結果に対する措置状況

  監査結果に対する措置状況は別紙のとおり
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報告書

ﾍﾟｰｼﾞ
対象 指摘事項 措置状況

1 P.52 台帳管理

　公有財産台帳と固定資産台帳に同一施設の情
報があるが、記載内容が不一致となっているも
のがある。

　公有財産台帳と固定資産台帳との情報の一致を確保するため、
固定資産台帳の更新時に、マニュアルの徹底とチェック体制を構
築し、固定資産台帳の精度を高めていく。

2 P.104
生涯学習ｾﾝﾀｰ
あかし男女共同参画ｾﾝ
ﾀｰ

　次期指定管理者の選定は公募を予定している
とのことだが、現在の指定管理者は非公募で選
定されている。このため指定管理料の妥当性を
より意識して検証すべきであったが、十分な検
証ができていなかった。

　次期指定管理者の選定にあっては、指摘の内容を踏まえ、今年
度、公募により事業者を選定する予定である。

3 P.119 南二見会館

　外部の調査結果において石綿の調査状況が不
明とあったことに対して、所管部局側で対応を
失念していた。

　ご指摘の後に、図面から施設で石綿が使用されていること、及
び石綿の調査が未実施の施設であることを確認した。その後、早
急に分析調査を実施し、石綿が含まれていないことを確認した。

4 P.123 林崎漁港

　本来施設の維持修繕のための機能保全計画
が、実態を反映できておらず、計画の利用価値
が実質的に形骸化してしまっている。

　機能保全計画で定めている大規模補修に関しては、計画に沿っ
た施設管理によりコストの平準化を図り、それ以外の市民生活や
漁業活動の安全に必要な小規模修繕に関しては日常の点検により
迅速に対応しながら管理していく。

5 P.124
市民生活局
 産業振興室
　農水産課

総務局
 財務室
　財務担当

林崎漁港

　固定資産台帳の管理を所管部局側では行って
おらず、台帳に掲載されている資産の網羅性が
確保できていない。

　固定資産台帳については、毎年一定時期に前年度の異動内容に
応じて台帳の修正がないかの確認作業を全庁的に行っているが、
台帳をより適切に更新するため、庁内の協力・連携体制を強化し
ていく。

6 P.127 水路用地

　2005年度に行った一斉点検により不法占用水
路が多く存在していることが判明しており、家
屋の建替え時や市民等からの通報を受けた際に
随時対応しているものの、実態の把握が適時に
できていない。

　実態把握ができるような水路台帳システムを改良すべく、シス
テム保守管理業務委託者と協議している。
具体的には、令和４年度中に、対応の都度、システムに反映でき
るように協議を進めていく。

7 P.139
市民生活局
 文化･ｽﾎﾟｰﾂ室
　文化振興課

総務局
 財務室
　財務担当

明石市立文化博物館

　収蔵品が棄損するリスクを回避するため、法
定点検で指摘のあった電流変圧器の更新推奨時
期の経過については、早期に改善する必要があ
る。

定期点検での計測数値や他施設の同種設備の状況も考慮し、機器
更新の必要性・重要性について改めて検討し、対応する。

市民生活局
 産業振興室
　産業政策課

市民生活局
 産業振興室
　農水産課

市民生活局
 産業振興室
　農水産課

令和３年度 明石市包括外部監査結果に対する措置状況

担当部署

総務局
 財務室
　財務担当､管財担当

市民生活局
 市民協働推進室
　ｺﾐｭﾆﾃｨ･生涯学習課
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報告書

ﾍﾟｰｼﾞ
対象 指摘事項 措置状況担当部署

8 P.159 北庁舎(旧保健ｾﾝﾀｰ)

　委託事業者と取り交わした市有施設包括管理
業務委託契約書について、文言に誤りがあっ
た。

2022年度の契約書において修正した。

9 P.163 木の根学園

　過去に備品管理の見直しを行ったが、その際
に、定期的に物品の実地棚卸を実施することに
ついて協定書の見直しを行えていなかったた
め、貸与物品の実地棚卸の実施要請を指定管理
者へ行えていない｡

　現行の協定書では、貸与物品の実地棚卸を実施する記載はない
が、指定管理者には、貸与物品の実地棚卸を要請し、実施してい
る。
　令和5年度以降の新たな指定管理期間においては、協定書に実地
棚卸を実施する内容を追加する。

10 P.172
こども局
 こども育成室

総務局
 財務室
　管財担当

民間保育施設貸付用地

　賃料について契約書で「不相当となったとき
は、将来に向かって賃借料を改定することがで
きる」とされているが、不相当となったときの
具体的な基準を契約書に明記する必要がある。

　貸付料の改定については、担当者の恣意的判断を回避する内容
の契約書定型書式を作成し、全庁的に周知した｡
　また、直近の固定資産評価額の変更に合わせて順次事業用定期
借地権設定覚書を変更する際に､賃借料の改定に関する基準を明記
する｡

11 P.224 駐輪場(賃貸)

　駐車場整備費用が運営収支で償還されるまで
は、市有地を無償貸与としているが、無償貸与
先の収支状況の確認を行っていない。透明性確
保の観点から、確認を行う必要がある。

　協定書及び覚書の内容に、収支状況及び修繕計画の報告義務内
容を追加し締結した。償還状況の把握にも努め、今後は透明性の
確保と施設状況の確認を徹底する。

12 P.235 消防本部

　緊急車両や連絡車などの車輌の使用記録簿へ
の入力管理の不備が見受けられ徹底されていな
い。

　連絡車、緊急車両ともに第三者チェックを組み込み、今後の車
両運用の適切な管理を行っていく。具体的には係長や隊長級の職
員が機関員に対し車両運用データ入力と確認の徹底を指導すると
ともに、新たにシステム設計した各車両の走行状況を確認する
ツールによる確認作業を実施（連絡車においては定期的に、緊急
車両は業務終了時など）する。

13 P.237
消防局
 総務課

総務局
 財務室
　財務担当

消防本部

　固定資産台帳に未利用地として誤って登録さ
れている物件があった。

　登録時の誤登載と考えられ、固定資産台帳の次回更新時に正し
い情報に修正する。

14 P.237 消防本部

　消防団の施設点検の実施方法について、実態
と報告書の記載が異なっていたことから、実態
に応じた報告書を作成する必要がある。

　必要に応じて課内や消防局内の他部署職員に応援を依頼して管
理者、点検実施者の複数名で施設点検を実施し、点検と報告の適
正化を図っていく。

15 P.238 消防本部

　林崎消防会館の貴崎自治会の利用に伴う光熱
費の電気料金について、過去に口頭で負担関係
を決めたが、それを示した書面の取り交わしが
できていない。

　書面化を行うこととする。具体的には効率面と持続面の観点か
ら自治会への影響を鑑み行政財産使用許可に盛り込む形とする。

消防局
 総務課

消防局
 総務課

福祉局
 財務室
　財務担当

福祉局
 生活支援室
　障害福祉課

都市局
 道路安全室
　交通安全課

消防局
 総務課
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